
平成１５年７月１日現在
団　体　名 代　表　者
所　在　地 所管部(局）課

Ｅ-mailアドレス

基本財産 40,000 千円 設立年月日
出資順位 出資率
1 30,000 千円 75.0%
2 10,000 千円 25.0%
3 千円
4 千円
5 千円

その他 団体 千円

[組　織］
斜字は，県関係者で内数（ＯＢを含む）

平成13年度 平成14年度 平成15年度 13年度 14年度 15年度
1 1 1 1 1 1
8 8 7 2 2 2

　　 　 　 　 　 　
2 2 2 2 2 2

計 11 11 10 5 5 5
管理職 6 6 6 6 6 6
一般職 55 55 54 　 　 　
臨時職員 2 2 2
嘱託職員 155 150 144
計 218 213 206 6 6 6

２０代以下 ３０代 ４０代 ５０代以上 合計 平均年齢 平均勤続年数

42 11 2 5 60 ３１歳０月 ７年１０月
[収支等の状況] 単位：千円

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度
事業収入 1,203,826 1,213,277 1,239,590 1,227,977 1,197,865
事業外収入 7,421 11,362 15,735 16,795 10,435

1,211,247 1,224,639 1,255,325 1,244,772 1,208,300
事業支出 1,030,691 1,021,383 1,053,840 1,046,999 1,013,864
事業外支出 180,707 202,684 200,001 197,265 192,789

1,211,398 1,224,067 1,253,841 1,244,264 1,206,653
うち管理費 139,496 154,980 157,384 160,995 156,797
うち人件費 956,070 1,028,346 1,094,432 1,095,726 1,067,340

△ 151 572 1,484 508 1,647
28,606 35,064 35,583 39,977 29,961
28,167 34,492 38,150 40,337 32,308
288 1,144 △ 1,083 148 △ 700

98,996 99,284 100,428 99,345 99,493
99,284 100,428 99,345 99,493 98,793

資産 246,773 265,281 290,373 281,400 267,991
　　流動資産　 120,444 125,008 147,597 132,887 111,528
　　固定資産　 126,329 140,273 142,776 148,513 156,463
負債 147,489 164,853 191,028 181,907 169,198
　　流動負債　 86,213 90,205 111,309 96,091 73,086

うち短期借入金
　　固定負債　 61,276 74,648 79,719 85,816 96,112

うち長期借入金
正味財産 99,284 100,428 99,345 99,493 98,793
補助金
委託金 1,184,574 1,179,973 1,180,875 1,169,402 1,133,596
貸付金
　 計 1,184,574 1,179,973 1,180,875 1,169,402 1,133,596
財政的関与の割合（％） 94 94 94
損失補償・債務保証

http://www.mizudasu.or.jp kigyoukousha@mizudasu.or.jpホームページＵＲＬ

常勤監事

主　　な
出資者

設立目的

事業内容

７月１日現在の人数

平成２年６月２９日

公益事業：水道の普及促進，水質浄化思想の啓発，市町村水道事業担当職員の研修
受託事業：県企業局所管浄水場の運転管理と水質検査，つくばへリポート管理
収益事業：市町村の浄水・配水施設の管理，上工水管路管理，浄水発生土資源化施設の管理等

非常勤監事

常勤理事
非常勤理事

財的関与
状　　況

財産の
状　況

当期常勤職員の年齢構成

役　員

区　　　　　　　分

職　員

収支の
状　況

出資法人等経営評価書(公益法人会計用）

財団法人茨城県企業公社
水戸市笠原町９７８番２５

理事長　　福 田　克 彦
企業局総務課

出　資　額出　　資　　者　　名
茨城県企業局
茨城県企業公社
　

水道の普及促進や浄水場の運転管理業務をはじめ，県行政及び公営企業の円滑な推進を支援し，
もって県土の均衡ある発展と県民福祉の向上に寄与することを目的に設立

　　
　

期末正味財産

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産

収入合計

支出合計

当期収支差額
正味財産増加額(当期収支差額を除く。）

正味財産減少額(　　　　　　〃　　　 　　　）
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12年度 13年度 14年度 評点

1 経営基本方針の策定 経営基本方針の策定 2

2 中長期経営計画の策定 （経営改善計画：平成　　～　　年度） 2

3 年次事業計画の策定 具体的な目標設定 1

4 年次計画・実績の差異分析 計画未達成の原因分析と対策 2

1 事業の意義 事業の必要性の検証 1

2 事業の効果 （評価の指標：水道施設の効率的かつ安全な運転管理） 2

3 顧客満足度の把握 （調査方法：業務連絡会議等） 2

④ 目標達成度 ％ 実績値÷目標値×100 100 100 100 2

5 収益事業比率 ％ 収益事業の事業費÷全事業費×100 5 6 7 2

1 人員構成 役員・職員の構成，年代構成の適正化 1

2 職員の動機付け体制 組織の各職員の目標・成果に対する評価 2

3 業務チェック機能の充実度 業務遂行における組織のチェック機能 2

4 情報の公開性 事業活動内容・財務の公開状況 2

1 収支比率 ％ 事業支出÷事業収入×100 85 85 85 2

② 正味財産増減額 千円 △ 1,083 148 △ 700 -1

③ 流動比率 ％ 流動資産÷流動負債×100 133 138 153 2

④ 自己資本比率 ％ 正味財産÷総資本×100 34 35 37 1

5 総資本利益率 ％ 正味財産増加額÷総資本×100 0 0 0 -2

⑥ 借入金依存度 ％ 借入金÷総資本×100 0 0 0 2

⑦ 借入金返済能力 年
借入金残高÷(当期正味財産増加
額＋償却費＋引当金・積立金）

0 0 0 2

8 補助金収入依存度 ％ 補助金収入÷収入合計×100 0 0 0 2

9 受託事業の再委託度 ％ 受託事業の外部委託費÷受託事業費×100 0 0 0 2

⑩ 土地の含み損益  2

11 資金の運用  2

1 職員１人当たり管理費 千円 管理費÷職員数 722 739 736 0

2 人件費比率 ％ 人件費÷収入合計×100 87 88 88 0

3 職員１人当たり事業収入 千円 事業収入÷職員数 5,686 5,633 5,624 0

4 職員１人当たり正味財産増加額 千円 正味財産増加額÷職員数 △ 5 1 △ 3 -2

5 役員人件費比率 ％ 役員人件費÷人件費×100 1 1 1 0

6 （施設管理運営型）施設等利用率 ％ 施設等利用延人数÷施設等延定員数×100 100 100 100 0

7‐1 （施設管理運営型）･職員1人当たり施設等利用人数 人 施設等利用延人数÷職員数 9,108 9,128 9,429 1

7‐2 （建設製造販売型）職員1人当たり建設・製造・販売実績 件 建設・製造・販売実績÷職員数 　 　 　  

7‐3 (役務提供型)･職員１人当たり役務提供実績 件 役務提供実績÷職員数  

7‐4 （金融サービス型）･職員1人当たり貸付等取扱件数 件 貸付等取扱件数÷職員数  

8 使用料の減免等 （使用料の減免額：　　　　　　　　　　　千円） 2

9 管理費削減工夫度 削減目標の設定及び成果 1

公益法人会計用
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財団法人茨城県企業公社
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評点集計
評価の視点 評価項目数 評点 満点 得点率
計画性 4 7 8 87.5%
目的適合性 5 13 14 92.9% 警戒指標
組織運営の適正性 4 7 8 87.5%
健全性 11 24 40 60.0%
効率性 9 1 32 3.1%
合　　計 33 52 102 51.0%

[経営概況，経営上の課題・対策等]

記載者職氏名

代表者への説明（年月日及び説明時の指示等）

健全性

 

計画性 効率性目的適合性
　公社の一般職員
の年齢層が２０歳
代に固まっており，
また，圧倒的多数
を占める嘱託職員
のほとんどが５０歳
以上である。このよ
うな状況から，一般
職員が役職への登
用年齢に達するま
での当面の措置と
して，事業所長等
のポストを嘱託職
員に委ねている状
況にある。

組織運営の適正性
　当公社の公益事業の
財源確保は，主に収益
事業に頼っているところ
であるが，「公益法人に
よる民業圧迫」等の批
判がある中で，新たな収
益事業の実施が難しく
なっており，中長期計画
に掲げる新たな公益事
業の実現が困難になっ
ている。今後は新たな財
源の確保に努めるととも
に，公益法人改革を見
据えつつ計画の改定を
目指していく。

　当公社の大半を
占める浄水場の運
転管理業務は，県
民の福祉の向上に
寄与しており公社設
立の目的に合致し
ているが，水道法の
改正により民間業
者が水道事業に参
入できるようになっ
ており，今後は職員
の技術力・資質の
向上を図り，民間業
者と競合できる体制
づくりに努めていく。

今後の事業展開の方向

　当公社の公益事業の財源確保は，主に収益事業に頼っているところであるが，公益
法人による民業圧迫等の批判がある中で，新たな事業の実施が難しい状況である。
　今後は新たな財源の確保に努めるとともに，職員の技術力・資質の向上や業務の効
率化によるコスト削減により，民間業者と十分競合できる体制づくりに努めていく。

　平成１５年７月２５日　理事長に説明
　今後とも，安心・安全な水の安定供給に邁進しつつ，社会情勢の変化に対応した事業運営に努めること。

　専務理事　　　庄　司　武　史

財団法人茨城県企業公社
公益法人会計用

　業務内容の見直しを
行い，効率化を推進す
るとともに定員の削減
を図ってきている。
　さらに，職員のコスト
意識や経営感覚を高
める等の意識改革を
行い，効率的な運営を
進めていく。

　資金運用について
は，ペイオフ対策とし
て，平成１５年度中に
「財産管理方針」を策
定する予定である。

経営評価レーダーチャート
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[所管課意見]

［経営評価チームの意見］

今後さらに経費の削
減等の経営の効率化
を進める必要がある。

平成1３年の水道法の改
正により水道事業者に
よる第三者への業務委
託が法制化されたこと
で，県からの水道管理
業務の受託において将
来的に民間業者との競
合も予測されるので，経
費の削減等事業の効率
化や収益事業の拡大を
含めた経営のあり方を
検討していく必要があ
る。

安全・確実な水道施
設管理を実現してい
る。
公益事業において
も，水道の普及促進
等に積極的に取り
組んでいる。

業務は若い職員と
年配者の嘱託職員
との協力により円
滑に実施されてい
るため，年齢層の
偏りは，長期的に
解消していくべきで
ある。

収益事業の利益分を
一般会計に繰り出し
公益事業の財源とし
ているが，事業拡大
により収益を高める
など，より安定的な財
源の確保が必要であ
る。

効率性健全性

　事業の大部分を実
費弁償方式としてお
り，ほとんど収益が生
じないことから，自己
資本の増強等財務に
係る各指標はさほど
高くないが，安定的
に推移しており，ま
た，借入金もないた
め，経営の健全性は
確保されている。

計画性

総合的所見等

　事業の性格上財務状況についてはこのところ大きな変動はなく，安定的に推移して
いる。その他の部門についても，特段の問題点は認められない。
　ただ，現時点で公社の一般職員の大部分が２０歳代である等，人員構成上のアンバ
ランスが生じており，このことから，県行政に明るく公営企業の実務に精通している企
業局職員を管理監督部門に派遣し，また，事業所長等を５０歳代の嘱託職員に委ねて
いる状況にある。

　

　年次計画，中長期計
画が策定されており，計
画的に事業を行ってい
る。
　社会情勢の変化等に
より一部未実施となって
いる事業も認められる
が，概ね事業計画に
沿った運営が行われて
いる。

　公社の主な事業で
ある，企業局浄水場
の運転管理は，県
民の福祉及び公共
の利益に密接な関
係を有し，事業の意
義は，設立当初から
変わっていない。
　企業局としては，
このような状況のも
とで，浄水場の運転
管理を企業公社に
委託しているところ
であり，公社も企業
局の指導監督のも
とで事業目標を達
成している。

　各種の業務規程
が整備され，日常
業務において内部
牽制が図られてい
る。
　また，情報公開規
程を制定している
ほか，財務情報を
ホームページ等で
積極的に公開する
等，適正な組織運
営が図られてい
る。
　今後は，人員構
成のアンバランス
についての対策
が，重要な課題と
いえる。

概ね良好

目的適合性 組織運営の適正性

組織運営の適正性

財団法人茨城県企業公社

改善の余地がある 緊急の改善が必要

効率性目的適合性

計画性

総合的所見等
公社による安全・確実な水道施設管理は評価されるが，水道管理業務受託者につい
て民間事業者との価格競争が今後予期されるため，その競争に耐えうる公社経営の
確立が必要である。

　主な事業が企業局
浄水場の運転管理で
あり，人件費比率につ
いては年度ごとに大き
な変動が生じていない
ことから，効率性につ
いては，やや低い数値
となっているが，効率
的な運営を進めてお
り，今後もさらなる経
営の効率化を図るよう
指導していく。

健全性
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